
富労発基 0715 第３号 

国 北 整 計 建 第 484 号 

令 和 ７ 年 ７ 月 15 日 

 

公共発注者の長 殿 

 

 

厚生労働省富山労働局長 

国土交通省北陸地方整備局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

建設業の働き方改革等の実現に向けた取組の実施について（要請） 

 

 

日頃より、労働行政及び建設業行政の運営について、格別の御理解と御協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

さて、昨年４月から、建設業にも時間外労働の上限規制（以下「上限規制」という。）の

適用が開始されました。これまでの働き方改革の取組によって、富山県の建設業の労働時

間は減少傾向にあるものの、全産業との比較では長い状況が継続しています。また、建設

業では就業者の高齢化も進み、将来の担い手確保も懸念されており、働き方改革の推進や

処遇の改善が必要不可欠となっているところです。 

こうした状況を踏まえ、厚生労働省と国土交通省では、適正な工期設定など、建設業で

働く方の労働環境の改善に向けた取組への協力を呼びかけており、今後も啓発動画「はた

らきかたススメ ver２（建設業編）」 （https://www.youtube.com/watch?v=mQrAWj4y_MQ） （ポ

ータルサイト「はたらきかたススメ」（https://hatarakikatasusume.mhlw.go.jp/）にも掲

載。）により積極的な周知広報を行っているところです。 

つきましては、貴職におかれましても、適正な工期の確保、建設業で働く方の処遇改善

に向け、上記の啓発動画の周知のほか、下記事項につきまして、引き続き御理解と御協力

をいただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 建設労働者の長時間労働の改善について 

建設労働者の長時間労働改善に向けて、令和６年３月 27 日に改定された「工期に関す

る基準」に基づき、週休２日を確保し、受注者及びその下請負人が上限規制を遵守でき

る工期の設定に御協力をお願いいたします。また、週休２日工事及び交替制工事の導入

https://www.youtube.com/watch?v=mQrAWj4y_MQ
https://hatarakikatasusume.mhlw.go.jp/


とその対象工事拡大に取り組むようお願いいたします。 

上限規制の遵守という観点においては、猛暑日、降雨日・降雪日、河川の出水期や寒

冷・多雨・多雪地域における冬季休止期間など自然的要因における不稼働によって、作

業が他の期間に集中する可能性があることや、技能者や重機のオペレーターの現場への

移動時間も労働時間に該当し得ることにも御配慮ください。 

また、「工期に関する基準」においては、工事の前工程で工程遅延が発生し、適正な工

期を確保できなくなった場合は、遅延の理由を明らかにしつつ、必要に応じて工期の延

長などを行うことが求められていることから、工程の遅れが発生したことで受注者から

協議の申出があった場合には、適切に協議に応じるとともに、状況に応じ、必要な契約

変更を実施するようお願いいたします。 

 

２ 建設労働者の賃上げについて 

富山県では、昨年 10 月１日から地域別最低賃金が時間額 998 円に改定されたところで

すが、建設業の将来の担い手確保には、長時間労働の改善とともに、建設労働者、特に

技能労働者の処遇改善に向けた更なる賃上げが求められているところです。 

そのためにも、建設事業者は、賃上げの原資となる適切な請負代金を受領する必要が

あります。建設労働者の賃上げに向けて、労務費については引き続き最新の公共工事設

計労務単価を反映させた価格設定とし、適切な行き渡りに御協力いただくとともに、原

材料費、エネルギーコスト等については市場での取引価格を反映させた価格設定とする

など、適正な請負代金を設定いただきますようお願いいたします。 

併せて、資材費等の変動があった場合の請負代金の変更に係る契約条項を適切に設定

いただくとともに、当該条項の運用に係る基準をあらかじめ設定し、それらに基づいて

受注者から請負金額の変更の協議の申出があった場合には、誠実に御対応いただきます

ようお願いいたします。 

 

３ 建設業の労働災害防止について 

令和６年の富山県内の建設業における休業４日以上の労働災害死傷者数は、前年より

42 人増加して 182 人となり、そのうち同死亡者数は前年より４人増加して６人となった

ことから、労働災害の防止の更なる徹底が求められています。 

労働安全衛生法第３条第３項の規定では、仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、

工期等（請負金の費目等を含む）について、安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれ

のある条件を付さないよう配慮しなければならないこととされています。 

また、「工期に関する基準」においても、建設工事に当たっては、労働安全衛生法等を

遵守し、労働者の安全を確保するための十分な工期を設定することで、施工の安全性を

確保することが必要であり、受発注者間における契約の締結に当たっては、安全及び健

康の確保に必要な期間や経費が適切に確保されることが必要であるとされています。 

そのため、請負代金に安全衛生経費として必要な金額の設定や工期に、労働安全衛生



法等で定める基準等を遵守した安全衛生設備等の準備に必要な期間や、猛暑日等の自然

要因における不稼働を考慮した期間を確保するなど、御配慮をいただきますようお願い

いたします。 

なお、安全衛生経費につきましては、各専門工事業団体に対して、一昨年８月に「安

全衛生対策項目の確認表」の作成、昨年３月に安全衛生経費を内訳として明示するため

の「標準見積書」の作成を依頼しておりますので、これらも踏まえた安全衛生経費の適

切な支払いに取り組んでいただきますようお願いいたします。 

 

  （添付資料） 

   １ ポータルサイト「はたらきかたススメ」リーフレット 

２ 建設業における時間外労働の上限規制について 

   ３ 工期に関する基準 概要 

   ４ 安全衛生経費の適切な支払いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

  富山労働局労働基準部監督課 

         電話番号 076-432-2730 

  北陸地方整備局建政部計画・建設産業課 

         電話番号 025-370-6571 






















